
21世紀の新しい企業像を考える人権セミナー第28回

人権・同和問題
企業啓発講座

21世紀の新しい企業像を考える人権セミナー第28回

大阪厚生年金会館

第28回人権・同和問題企業啓発講座実行委員会

大ホール･芸術ホール

人権・同和問題
企業啓発講座

2007年10月23日（火）
午前10時～午後4時

2007年11月13日（火）
午前10時～午後4時

会　場

第1部：3,500円（資料代、税込）
第2部：3,500円（資料代、税込）参加費

主　催

第２部

第１部

第１部　2006年10月23日（月）午前10時 ～ 午後4時

第２部　2006年11月 7 日（火）午前10時 ～ 午後4時

●第1部（10/23）と第2部（11/7）の参加券は別々の取
り扱いをします。振り込みの際はお間違えのないよ
うにご注意下さい。

●複数名で参加される場合は、「第27回人権･同和問題企
業啓発講座の参加申し込み方法」の2に従って、お申
し込み下さい。

●事業所の都合により、「振込用紙」による入金がで
きない時は、事務局（（社）部落解放･人権研究所）ま
でご連絡下さい。

●手話通訳が必要な方は、「申込締切期日（第1部10月13
日、第2部10月27日）」までに事前に事務局へご連絡
下さい。

日　時

地下鉄四つ橋線【四ツ橋駅】②番出口より徒歩5分
地下鉄四つ橋線【本町駅】@2･@3番出口より徒歩7分
地下鉄長堀鶴見緑地線【西大橋駅】②番出口より徒歩5分
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大阪府商工労働部　雇用推進室労働福祉課
〒540-8570　大阪市中央区大手前2

TEL 06-6944-6761
FAX 06-6944-6758

（社）部落解放･人権研究所　啓発企画室
〒556-0028　大阪市浪速区久保吉1-6-12

TEL 06-6568-1301
FAX 06-6568-0714

第28回人権･同和問題企業啓発講座
実行委員会事務局

大阪厚生年金会館 大ホール･芸術ホール
〒550-0013　大阪市西区新町1-14-15
TEL.06-6532-6301
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お申し込み手順
※ご参加される人数によって、手順が異なります。

※ご不明な点がございましたら、下記事務局までお問い合わせください。

※手話通訳が必要な方は、申込締切日（第１部：10/12、第２部：11/２）までに、
　事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）へご連絡ください。

申込期限

事前に事務局にお知らせいただく必要は
ございません。

下記の手順に従い、
受講料をお支払いいただくことで、
参加申込といたします。

指定の銀行口座に参加費をお振込後、
当講座専用の申込書に
必要事項をご記入の上、事務局まで
FAX（06-6568-0714）にてお申し込みください。
※お振込が確認できるものを、
　あわせて送信してください。

※申込書がお手元にない場合は、
　事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）までご連絡ください。

当講座指定の払込用紙をご使用の上、
受講料をお近くの金融機関にて
お支払いください。
※払込用紙は、第１部用と第２部用の２種類
がありますので、ご注意ください。

申込書に記載しております銀行口座に
お振込ください。

※第１部、第２部と振込先が異なりますので、
ご注意ください。

※事業所の都合により、「払込用紙」による入金ができない場合は、
事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）までご連絡ください。

※指定の払込用紙がお手元にない場合は、
　事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）までご連絡ください。

※お振込だけでは申込は完了しません。
　申込書を事務局までFAXにてご送付ください。
　（FAX：06-6568-0714）

金融機関にてお支払いただいた際の
「郵便振替払込・銀行振込受付証明書（お客様用）」
が参加券となりますので、
当日会場へお持ちください。

事務局にて申込用紙を受信後、
お振込が確認できましたら、
ご指定のご住所に参加券を送付いたします。

第１部　10月12日（金）　　　　第２部　11月２日（金）

お問い合わせ

お
申
し
込
み

お
支
払
い

参
加
券
に
つ
い
て

申
込

期
限

参加人数が1名の場合 参加人数が複数名の場合



● IHI●あおぞら銀行●安治川鉄工●味の素●イオン●石塚硝子●イトキン●稲畑産業● IMAGICAウェスト●宇部興産●エクソンモービル●NECシステムテクノロジー●NTT西日本－関西●大磯産業●オーウエル●大倉
建設●大阪ガス●大阪協栄信用組合●大阪国学院●大阪産業大学●大阪歯科大学●大阪城南女子短期大学●大阪石油化学●大津コーポレーション●オムロン●カネヨウ●関西国際空港●関西大学●関西電力●関西ペイント●菊
正宗酒造●岸本産業●キッコーマン●キリンビール●近畿大学●近畿日本鉄道●きんでん●クボタ●クラシエホールディングス●クラボウ●栗田工業●栗本商事●栗本鐵工所●グンゼ●群馬銀行●ケイ･オプティコム●京阪
電気鉄道●興和●国際警備保障●コスモ警備保障●小林製薬●佐藤工業●山九●産業振興●サンスター●参天製薬●サントリー●JFEスチール●JFE継手●ジェイテクト●滋賀銀行●資生堂●四天王寺国際仏教大学●清水
建設●シャープマニファクチャリングシステム●蛇の目ミシン工業●商工組合中央金庫●商船三井●昭和シェル石油●信越化学工業●新光証券●新内外綿●新日本石油精製●住友金属物流●住友商事●住友生命保険●住友電
気工業●聖バルナバ病院●積水ハウス●摂津水都信用金庫●全日本空輸●双日●象印マホービン●損害保険ジャパン●ダイエー●ダイキン工業●大成建設●大同工業●大同生命保険●ダイハツ工業●太平洋セメント●大和ハ
ウス工業●田辺製薬●塚本学院●デンソー●電通●東海カーボン●東海染工●東急リバブル●トヨタ自動車●豊田自動織機●長吉総合病院●西日本電信電話●西日本旅客鉄道●日建設計●日産プリンス大阪販売●日清製粉グ
ループ本社●ニッセイ同和損害保険●日東電工●日本アクセス●日本システムディベロップメント●日本生命保険●日本山村硝子●日本旅行●ニュージェック●ノエビア●ノリタケカンパニーリミテド●間組●パナソニック 
コンシューマー マーケティング●阪神高速道路●日立製作所●日の出証券●広島銀行●福井銀行●福井製作所●不動テトラ●富士火災海上保険●フジソク●ペガサスミシン製造●マイカル●松尾電機●マツダ●マルハ●みず
ほインベスターズ証券●みずほ信託銀行●三井造船●三菱地所●三菱製紙販売●三菱マテリアル●三菱UFJ信託銀行●南大阪病院●宮闢機械システム●明治安田生命保険●持田製薬●森下仁丹●モリタ●山善●ユニチカ●ラ
サ商事●理研計器●レナウン

（2007年7月現在）

大阪同和･人権問題企業連絡会 会員企業

朝日新聞社、共同通信社、産経新聞社、日本経済新聞社、毎日新聞社、読売新聞大阪本社、朝日放送、NHK大阪放送局、関西テレビ放送、サンテレビジョン、テレビ大阪、毎日放送、読売テレビ放送
（順不同･後援依頼中）

後　援

●池田地区企業人権啓発推進員協議会（豊能町、能勢町含む）●泉大津市事業所人権協議会●泉佐野･熊取･田尻事業所人権連絡会●和泉市企業人権協議会●茨木地区人権推進企業連絡会●大阪市企業人権推進協議会●大阪狭
山市企業人権協議会●貝塚市企業人権協議会●柏原市企業人権連絡協議会●交野事業所人権推進連絡会●門真市企業人権推進連絡会●河南町･太子町･千早赤阪村企業人権協議会●河内長野市企業人権協議会●岸和田市人権
啓発企業連絡会●堺市人権教育推進協議会企業部会●四條畷市事業所人権連絡会●島本町企業内人権啓発推進連絡会●吹田企業人権協議会●摂津地区人権推進企業連絡会●泉南市事業所人権推進連絡会●大東市事業所人権推
進連絡会●高石市事業所人権教育推進連絡協議会●高槻地区人権推進員企業連絡会●忠岡町企業人権問題推進員連絡会●豊中企業人権啓発推進員協議会●富田林市企業人権協議会●寝屋川事業所人権推進連絡会●羽曳野市企
業人権連絡会●阪南市事業所人権問題連絡会●東大阪市企業人権協議会●枚方事業所人権推進連絡会●藤井寺市人権のまちづくり協会事業所啓発委員会●松原市企業人権協議会●岬町事業所人権問題連絡会●箕面企業人権啓
発推進員協議会●守口市企業人権推進連絡会●八尾市企業人権協議会

大阪企業人権協議会　構成地域連絡会

（社）関西経済連合会、大阪商工会議所、関西経営者協会、（社）関西経済同友会、近畿総合通信局、近畿財務局、大阪国税局、近畿厚生局、大阪労働局、近畿農政局、近畿経済産業局、近畿地方整備局、近畿運輸局、独立行政
法人造幣局、日本郵政公社近畿支社、大阪府、大阪府教育委員会、大阪市、大阪市教育委員会、堺市、堺市教育委員会、大阪府市長会、大阪府町村長会、大阪府都市教育長協議会、大阪府町村教育長会、大阪企業人権協議会、
大阪同和･人権問題企業連絡会、（財）大阪府人権協会、（社）大阪市人権協会、（社）部落解放･人権研究所　（順不同）

第28回人権･同和問題企業啓発講座実行委員会主　催

10：00

10月23日（火）　　　（開場・受付は9：30から行います）第1部

開会行事

休　憩

格差社会で働くこと

甲南大学名誉教授、研究会「職場の人権」代表

熊沢　誠

10：15

11：45

～

「改正男女雇用機会均等法」を
　　　　　職場に活かす

日本労働組合総連合会大阪府連合会事務局長

脇本 ちよみ

12：45

14：15

～

11：45
12：45

～

大ホール 芸術ホール

なぜ、企業は部落問題・人権問題に取り組むのか
－その必要性と実践例

大阪同和・人権問題企業連絡会理事長
小頭 芳明

ワーク21企画代表、中小企業診断士
高見 一夫

（株）間口総務部
西浦 武郎

（株）美交工業専務取締役
福田 久美子

コーディネーター  小頭 芳明

コメンテーター  高見 一夫

（株）ダイエー人事・人材開発本部〔人権啓発推進〕担当部長
安藤 正彦

社会的責任規格化 
　　ISO26000について
－人権・労働・環境の視点から考える

（社）日本経済団体連合会社会的責任経営部会委員
ISO/SR規格化国際会議日本エキスパート代表団団長

オムロン（株）取締役室顧問

深田 静夫

14：30

16：00

～

部
11月13日（火）　　　（開場・受付は9：30から行います）

部

講  演

講  演 講  演

講 演 1

講 演 2

実践報告

＋ 実践報告

講  演

10：00 開会行事

休　憩

今日の部落差別の実態
－結婚差別を中心に

近畿大学教授

奥田　均

10：15

11：45

～

企業・NPOと共生社会

大阪市立大学大学院創造都市研究科教授

柏木 宏

12：45

14：15

～

11：45
12：45

～

大ホール 芸術ホール

未来へのヒント
－人権啓発ビデオ「紡ぎだす未来」から
　　　　　感じること・伝えたいこと

「紡ぎだす未来－共に生きる」
企画・制作：人権啓発ビデオ制作委員会

山口県人権啓発センター事務局長

川口 泰司

NPO法人コリアNGOセンター事務局長

金光敏

セクシュアルマイノリティ教職員ネットワーク

土肥 いつき

企業におけるコンプライアンスと
公益通報者保護法への取組み事例について

（株）三越監査室長

諸貫 隆一

14：30

16：00

～

講  演

講  演 ビデオ上映

ビデオ上映

トークセッション

＋ トークセッション

講  演
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●池田地区企業人権啓発推進員協議会（豊能町、能勢町含む）●泉大津市事業所人権協議会●泉佐野･熊取･田尻事業所人権連絡会●和泉市企業人権協議会●茨木地区人権推進企業連絡会●大阪市企業人権推進協議会●大阪狭
山市企業人権協議会●貝塚市企業人権協議会●柏原市企業人権連絡協議会●交野事業所人権推進連絡会●門真市企業人権推進連絡会●河南町･太子町･千早赤阪村企業人権協議会●河内長野市企業人権協議会●岸和田市人権
啓発企業連絡会●堺市人権教育推進協議会企業部会●四條畷市事業所人権連絡会●島本町企業内人権啓発推進連絡会●吹田企業人権協議会●摂津地区人権推進企業連絡会●泉南市事業所人権推進連絡会●大東市事業所人権推
進連絡会●高石市事業所人権教育推進連絡協議会●高槻地区人権推進員企業連絡会●忠岡町企業人権問題推進員連絡会●豊中企業人権啓発推進員協議会●富田林市企業人権協議会●寝屋川事業所人権推進連絡会●羽曳野市企
業人権連絡会●阪南市事業所人権問題連絡会●東大阪市企業人権協議会●枚方事業所人権推進連絡会●藤井寺市人権のまちづくり協会事業所啓発委員会●松原市企業人権協議会●岬町事業所人権問題連絡会●箕面企業人権啓
発推進員協議会●守口市企業人権推進連絡会●八尾市企業人権協議会

大阪企業人権協議会　構成地域連絡会

（社）関西経済連合会、大阪商工会議所、関西経営者協会、（社）関西経済同友会、近畿総合通信局、近畿財務局、大阪国税局、近畿厚生局、大阪労働局、近畿農政局、近畿経済産業局、近畿地方整備局、近畿運輸局、独立行政
法人造幣局、日本郵政公社近畿支社、大阪府、大阪府教育委員会、大阪市、大阪市教育委員会、堺市、堺市教育委員会、大阪府市長会、大阪府町村長会、大阪府都市教育長協議会、大阪府町村教育長会、大阪企業人権協議会、
大阪同和･人権問題企業連絡会、（財）大阪府人権協会、（社）大阪市人権協会、（社）部落解放･人権研究所　（順不同）

第28回人権･同和問題企業啓発講座実行委員会主　催

10：00

10月23日（火）　　　（開場・受付は9：30から行います）第1部

開会行事

休　憩

格差社会で働くこと

甲南大学名誉教授、研究会「職場の人権」代表

熊沢　誠

10：15

11：45

～

「改正男女雇用機会均等法」を
　　　　　職場に活かす

日本労働組合総連合会大阪府連合会事務局長

脇本 ちよみ

12：45

14：15

～

11：45
12：45

～

大ホール 芸術ホール

なぜ、企業は部落問題・人権問題に取り組むのか
－その必要性と実践例

大阪同和・人権問題企業連絡会理事長
小頭 芳明

ワーク21企画代表、中小企業診断士
高見 一夫

（株）間口総務部
西浦 武郎

（株）美交工業専務取締役
福田 久美子

コーディネーター  小頭 芳明

コメンテーター  高見 一夫

（株）ダイエー人事・人材開発本部〔人権啓発推進〕担当部長
安藤 正彦

社会的責任規格化 
　　ISO26000について
－人権・労働・環境の視点から考える

（社）日本経済団体連合会社会的責任経営部会委員
ISO/SR規格化国際会議日本エキスパート代表団団長

オムロン（株）取締役室顧問

深田 静夫

14：30

16：00

～

部
11月13日（火）　　　（開場・受付は9：30から行います）

部

講  演

講  演 講  演

講 演 1

講 演 2

実践報告

＋ 実践報告

講  演

10：00 開会行事

休　憩

今日の部落差別の実態
－結婚差別を中心に

近畿大学教授

奥田　均

10：15

11：45

～

企業・NPOと共生社会

大阪市立大学大学院創造都市研究科教授

柏木 宏

12：45

14：15

～

11：45
12：45

～

大ホール 芸術ホール

未来へのヒント
－人権啓発ビデオ「紡ぎだす未来」から
　　　　　感じること・伝えたいこと

「紡ぎだす未来－共に生きる」
企画・制作：人権啓発ビデオ制作委員会

山口県人権啓発センター事務局長

川口 泰司

NPO法人コリアNGOセンター事務局長

金光敏

セクシュアルマイノリティ教職員ネットワーク

土肥 いつき

企業におけるコンプライアンスと
公益通報者保護法への取組み事例について

（株）三越監査室長

諸貫 隆一

14：30

16：00

～

講  演

講  演 ビデオ上映

ビデオ上映

トークセッション

＋ トークセッション

講  演
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人権・同和問題
企業啓発講座

2007年10月23日（火）
午前10時～午後4時

2007年11月13日（火）
午前10時～午後4時

会　場

第1部：3,500円（資料代、税込）
第2部：3,500円（資料代、税込）参加費

主　催

第２部

第１部

第１部　2006年10月23日（月）午前10時 ～ 午後4時

第２部　2006年11月 7 日（火）午前10時 ～ 午後4時

●第1部（10/23）と第2部（11/7）の参加券は別々の取
り扱いをします。振り込みの際はお間違えのないよ
うにご注意下さい。

●複数名で参加される場合は、「第27回人権･同和問題企
業啓発講座の参加申し込み方法」の2に従って、お申
し込み下さい。

●事業所の都合により、「振込用紙」による入金がで
きない時は、事務局（（社）部落解放･人権研究所）ま
でご連絡下さい。

●手話通訳が必要な方は、「申込締切期日（第1部10月13
日、第2部10月27日）」までに事前に事務局へご連絡
下さい。

日　時

地下鉄四つ橋線【四ツ橋駅】②番出口より徒歩5分
地下鉄四つ橋線【本町駅】@2･@3番出口より徒歩7分
地下鉄長堀鶴見緑地線【西大橋駅】②番出口より徒歩5分

中央大通

新町北公園

至西梅田
本町駅

至なんば

西消防署

地下鉄長堀鶴見緑地線 長堀通

コスモGS

みずほBK

三菱東京
UFJBK

コンビニ

N

りそなBK
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大阪厚生年金会館

② ②

@2@3

大阪府商工労働部　雇用推進室労働福祉課
〒540-8570　大阪市中央区大手前2

TEL 06-6944-6761
FAX 06-6944-6758

（社）部落解放･人権研究所　啓発企画室
〒556-0028　大阪市浪速区久保吉1-6-12

TEL 06-6568-1301
FAX 06-6568-0714

第28回人権･同和問題企業啓発講座
実行委員会事務局

大阪厚生年金会館 大ホール･芸術ホール
〒550-0013　大阪市西区新町1-14-15
TEL.06-6532-6301

注
意
事
項

お申し込み手順
※ご参加される人数によって、手順が異なります。

※ご不明な点がございましたら、下記事務局までお問い合わせください。

※手話通訳が必要な方は、申込締切日（第１部：10/12、第２部：11/２）までに、
　事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）へご連絡ください。

申込期限

事前に事務局にお知らせいただく必要は
ございません。

下記の手順に従い、
受講料をお支払いいただくことで、
参加申込といたします。

指定の銀行口座に参加費をお振込後、
当講座専用の申込書に
必要事項をご記入の上、事務局まで
FAX（06-6568-0714）にてお申し込みください。
※お振込が確認できるものを、
　あわせて送信してください。

※申込書がお手元にない場合は、
　事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）までご連絡ください。

当講座指定の払込用紙をご使用の上、
受講料をお近くの金融機関にて
お支払いください。
※払込用紙は、第１部用と第２部用の２種類
がありますので、ご注意ください。

申込書に記載しております銀行口座に
お振込ください。

※第１部、第２部と振込先が異なりますので、
ご注意ください。

※事業所の都合により、「払込用紙」による入金ができない場合は、
事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）までご連絡ください。

※指定の払込用紙がお手元にない場合は、
　事務局（部落解放・人権研究所：06-6568-1301）までご連絡ください。

※お振込だけでは申込は完了しません。
　申込書を事務局までFAXにてご送付ください。
　（FAX：06-6568-0714）

金融機関にてお支払いただいた際の
「郵便振替払込・銀行振込受付証明書（お客様用）」
が参加券となりますので、
当日会場へお持ちください。

事務局にて申込用紙を受信後、
お振込が確認できましたら、
ご指定のご住所に参加券を送付いたします。

第１部　10月12日（金）　　　　第２部　11月２日（金）

お問い合わせ

お
申
し
込
み

お
支
払
い

参
加
券
に
つ
い
て

申
込

期
限

参加人数が1名の場合 参加人数が複数名の場合


